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認知機能検査実施要綱の一部改正について（例規）

認知機能検査については、「認知機能検査実施要綱の制定について（例規）」（平成29

年３月８日付け秋本運第330号。以下「旧例規」という。）に基づき実施してきたところ

であるが、道路交通法の一部を改正する法律（令和２年法律第42号。以下「改正法」とい

う。）等の施行に伴い、認知機能検査員の年齢等が改正されたことから、所要の改正を行

い、５月13日から別添「認知機能検査実施要綱」のとおり実施することとしたので、事務

に誤りのないようにされたい。

なお、旧例規は、５月12日をもって廃止する。



別添

認知機能検査実施要綱

第１ 趣旨

この要綱は、道路交通法の一部を改正する法律（令和２年法律第42号。以下「改正法」

という。）第97条の２第１項第３号イに規定する認知機能検査（以下「検査」という。）

の円滑かつ適正な実施を図るため、「認知機能検査の実施要領」に規程するもののほか

必要な事項を定めるものとする。

第２ 検査員

１ 委託により検査を実施する場合

(1) 検査員

委託により検査を実施する場合は、21歳以上の者であって、検査の実施に必要な

技能及び知識に関する都道府県公安委員会（以下「公安委員会」という。）が行う

講習（以下「認知機能検査員講習」という。）を終了した者又は検査の実施に必要

な技能及び知識に関する公安委員会が行う審査に合格した者（以下「検査員」とい

う。）が、検査を実施するものとする。

(2) 留意事項

ア 認知機能検査員講習は、秋田県道路交通法施行細則（昭和39年秋田県公安委員

会規則第７号。以下「細則」という。）に定めるところにより実施するものとす

る。

イ 審査は、次のいずれかに該当する者であることを、その経歴を確認して行うこ

ととし、審査に合格した者には、審査に合格した旨の公安委員会が定める終了証

（細則様式第36号）を交付し、これを事後に確認できるようにするものとする。

(ｱ) 認知症の専門医

(ｲ) 警察庁又は都道府県警察が実施する検査の実施に必要な技能及び知識に関す

る研修を終了した者

(ｳ) 自動車安全運転センター中央研修所が実施する認知機能検査員課程を終了し

た者又は平成22年４月１日から平成25年３月31日までの間に同センターが実施

した高齢者講習指導員課程を終了した者

２ 公安委員会において、直接検査を実施する場合

公安委員会において、直接、認知機能検査を実施する場合は、21歳以上の者であっ

て、警察庁又は都道府県警察が実施する検査の実施に必要な技能及び知識に関する研

修を終了した者が実施するものとする。

第３ 検査の委託

１ 委託先法人の要件

検査は、医療専門家ではない検査員（認知症の専門医である場合を除く。）が、短

時間で複数名の高齢者である受検者に対して行うものであり、また、検査の結果、一

定の基準に該当した場合には、道路交通法（昭和35年法律第105号。以下「法」という。）

第102条第１項から第３項までの規定による臨時適性検査（専門医の診断）を受検し、

又はこれらの規定による公安委員会の命令に従い一定の要件を満たす医師の診断書を

提出しなければならず、診断の結果によっては、運転免許（以下「免許」という。）

の取消し等にもつながり得るものである。



このため、検査の適正かつ円滑な実施を確保することが強く求められるところであ

り、検査を委託する場合は、委託先は次の基準を満たすと公安委員会が認める法人に

限るとともに、委託先に対し検査が適正かつ円滑に行われるよう指導監督をするもの

とする。

(1) 検査を適正かつ円滑に実施するために必要な数（少なくとも２人以上）の検査員

が置かれていること。

(2) 検査を行うために必要な施設その他の設備を有し、また、当該施設等は高齢者の

移動上及び施設の利用上の利便性並びに安全性が確保されていること。

(3) 検査の受付、実施、公安委員会への報告、検査結果の管理等を適正かつ確実に行

う組織及び能力を有すること。

(4) その他検査を適正かつ円滑に実施するために、必要かつ適切な組織及び能力を有

すること。

２ 委託契約の方法

委託契約の方法については、秋田県における諸規則その他関係法令によるとともに、

公平性、透明性及び競争性を確保するものとする。

また、検査の委託はおおむね次に掲げる事項を内容として契約するものとする。

(1) 検査は、公安委員会が定める実施方法等の具体的な基準に従って行うこと。

(2) 検査の実施に関しては、公安委員会の指導監督に従うこと。

(3) 公安委員会が行う検査結果の判定に必要な事項を、速やかに報告すること。

(4) 検査員は、公安委員会の承認を受けた者をもって充てるとともに、検査員に対し、

随時必要な教養を受けさせること。

(5) 検査実施における不正行為等、検査員として適当でないと認められる事情が生じ

たときは、その者を解任し、又は必要な期間その者の業務を停止すること。

(6) 個人情報の適正な取扱いを確保するため、秘密の保持、情報の管理等に必要な措

置を講ずること。

(7) 検査が実施方法等の具体的な基準に従って行われないとき、その他委託契約の条

項に著しい違反があったときは、公安委員会は直ちに検査の委託契約を解除するこ

とができること。

(8) その他検査の適正かつ円滑な実施に必要な事項

第４ 検査実施上の留意事項

１ 検査の実施日時等

検査の結果、一定の基準に該当した場合には臨時適性検査等の対象となること等を

踏まえつつ、検査の実施日時・場所の設定については、県下における検査の予約状況

を集約の上、適切な受検日時・場所を提案するなど、検査を受ける高齢者の利便性の

確保に配慮するものとする。また、法第101条の７第１項の規定により行われる検査（以

下「臨時認知機能検査」という。）については、通知を受けた日の翌日から起算した

期間が１月を超えることとなるまでに受けなければならないこととされており、当該

期間内に検査を受けない場合には免許の取消し等の対象となることから、確実に当該

期間内に検査の実施日時を設定するものとする。

２ 検査の通知

法第101条の４第５項第２号に明示された「免許証の更新を受けようとするときは



更新期間が満了する日前６月以内に認知機能検査等を受けていなければならない旨、

当該認知機能検査等を受けることができる日時及び場所」のほか、「その他当該認知

機能検査等に係る事務の円滑な実施を図るため必要な事項」として、検査の概要、検

査の所要時間、携行品（認知機能検査等に関する通知書、免許証、検査手数料）その

他必要と判断される事項を記載するものとする。

なお、法第101条の４第２項に規定されている「更新期間が満了する日前６月以内に

第102条第１項から第４項までの規定により診断書を提出した場合」や、道路交通法施

行規則の一部を改正する内閣府令（令和４年内閣府令第７号）による改正後の道路交

通法施行規則（昭和35年総理府令第60号）第29条の２の３に規定されている「更新期

間が満了する日前６月以内に免許を受けた場合」、「更新期間が満了する日前６月以

内に法第102条第１項から第４項までの規定による適性検査を受けた場合」等につい

ては、認知機能検査等を受検する必要がない旨も記載するものとする。

３ 受検者の確認

検査の実施に際しては、検査に関する通知書及び免許証により、受検者であること

を確認すること。

なお、特定失効者等が免許証を紛失したなどの理由により、免許証によって受検者

であることを確認することができない場合には、その他の身分証明書により受検者で

あることを確認すること。

４ 検査の実施要領

検査は、別に定める検査の実施要領により実施するものとする。

なお、検査に当たっては、検査に必要なソフトウェアが搭載されたタブレットを活

用することとしても差し支えない。

５ 認知機能検査結果通知書の交付

認知機能検査を終了した者に対しては、別記様式第１号の認知機能検査結果通知書

（以下「通知書」という。）を交付するとともに、運転免許証の有効期間の更新（以

下「免許証の更新」という。）時等の認知機能検査を終了した者に対して通知書を交

付する際には、免許申請書又は更新申請書に通知書を添付しなければならない（府令

第18条第２項及び第29条第４項）ことを教示するものとする。

なお、通知書の副本の作成は、必ずしも必要ではないが、受講者が通知書を亡失す

るなどした際に再交付できるようにしておくものとする。

６ 委託により検査を実施する場合における公安委員会に対する報告

(1) 検査結果の報告

検査の委託先法人は、検査結果を速やかに認知機能検査実施結果報告書（別記様

式第２号）及び認知機能検査関係登録票（別記様式第３号）により、交通部運転免

許センター長（以下「免許センター長」という。）を経由して公安委員会に報告す

るものとし、報告を受けた免許センター長は、運転者管理システムに確実に登録す

るものとする。

(2) (1)の報告内容は、検査を受けた者の氏名、生年月日、性別、免許証番号（免許

（仮運転免許を除く。以下この(2)において同じ。）を受けていたことがある者にあ

っては、その者が検査を受けた日前の直近に受けていた免許に係る免許証番号）、

検査場所、検査番号、検査日時、採点結果、検査種別（免許証の有効期間の更新等



の際の検査、臨時認知機能検査又は任意の検査の別）、その他公安委員会が必要と

認めるものとすること。ただし、免許を受けたことがない者にあっては、免許証番

号に代えて本籍又は国籍等とするものとする。

(3) 受検者から申出のあった苦情や不服の内容等の報告

委託先法人は、検査結果について、受検者から苦情や不服の申出があった場合は、

その者の氏名、連絡先、検査の実施状況及び苦情や不服の内容並びにこれらに対す

る対応状況を記録し、免許センター長を経由し公安委員会に速やかに報告するもの

とする。

第５ 検査用紙等の保存

１ 保存場所

(1) 検査用紙及び採点補助用紙

検査と採点に用いた検査用紙及び採点補助用紙は、保存期間が満了するまでの間、

これを保存するものとする。委託により検査を実施する場合は、検査終了後、運転

免許センターに送付させ、運転免許センターにおいてこれを保存すること。ただし、

検査用紙のうち問題用紙については、保存することを要しない。また、タブレット

を活用して検査を行う場合は、検査用紙及び採点補助用紙に相当する電磁的記録の

保存をもって代えることができるものとする。

(2) 検査結果を通知する書面

「認知機能検査の実施要領」に定める検査結果を通知する書面については、必ず

しも副本を作成して保存する必要があるものではないが、受検者が当該書面を亡失

した際に再交付できるようにしておくこと。

(3) 認知機能検査結果通知書の管理

委託先法人は、認知機能検査結果通知書の受け払いについては、認知機能検査結

果通知書管理簿(別記様式第４号)にその都度記載するとともに、交付した場合は、

認知機能検査結果通知書交付簿（別記様式第５号）に記載し、保管状況を明らかに

しておくものとする。

２ 保存期間

検査用紙及び採点補助用紙の保存期間は４年とする。



別記様式１号

認知機能検査結果通知書
に ん ち き の う け ん さ け つ か つ う ち し よ

住 所
じゆう しよ

氏 名
し め い

生年 月 日
せ い ね ん が つ ぴ

検査年月日
け ん さ ね ん が つ ぴ

検査 場 所
け ん さ ば し よ

総合点 点
そ う ご う て ん て ん

（Ａ 点）
てん

（Ｂ 点）
てん

記憶力・判断力が低くなっており、認知症のおそれが
き お く りよく は ん だ ん りよく ひ く に ん ち しよう

あります。

記憶力・判断力が低下すると、信号無視や一時不停止の違反
き お く りよく はんだんりよく て い か し ん ご う む し い ち じ ふ て い し い は ん

をしたり進路変更の合図が遅れたりする傾向がみられます。
し ん ろ へ ん こ う あ い ず お く け い こ う

今後の運転について十分注意するとともに、医師やご家族に
こ ん ご う ん て ん じゆうぶん ち ゆ う い い し か ぞ く

ご相談されることをお勧めします。
そ う だ ん す す

また、臨時適性検査（専門医による診断）を受け、又は医師
り ん じ て き せ い け ん さ せ ん も ん い し ん だ ん う ま た い し

の診断書を提出していただくお知らせが公安委員会からありま
し ん だ ん し よ ていしゆつ し こ う あ ん い い ん か い

す。

この診断の結果、認知症であることが判明したときは、運転
し ん だ ん け つ か に ん ち しよう は ん め い う ん て ん

免許の取消し、停止という行政処分の対象となります。
め ん き よ と り け て い し ぎようせい し よ ぶ ん たいしよう

運転免許証の更新手続の際は、この書面を必ず持参してください。
うんてんめんきよしよう こうしん て つづき さい しよめん かなら じ さん

年 月 日

秋田県公安委員会 印



認知機能検査結果通知書
に ん ち き の う け ん さ け つ か つ う ち し よ

住 所
じゆう しよ

氏 名
し め い

生年 月 日
せ い ね ん が つ ぴ

検査 場 所
け ん さ ば し よ

「 」 。認知症のおそれがある 基準には該当しませんでした
に ん ち しよう き じゆん が い と う

今回の結果は、記憶力 判断力の低下がないことを意味する、
こ ん か い け つ か き お く りよく は ん だ ん り よ く て い か い み

ものではありません。

個人差はありますが、加齢により認知機能や身体機能が変化
こ じ ん さ か れ い に ん ち き の う し ん た い き の う へ ん か

することから、自分自身の状態を常に自覚して、それに応じた
じ ぶ ん じ し ん じようた い つ ね じ か く お う

運転をすることが大切です。
う ん て ん た い せ つ

記憶力・判断力が低下すると、信号無視や一時不停止の違反
き お くりよく は ん だ んりよく て い か し ん ご う む し い ち じ ふ て い し い は ん

をしたり、進路変更の合図が遅れたりする傾向がみられますの
し ん ろ へ ん こ う あ い ず お く け い こ う

で、今後の運転について十分注意してください。
こ ん ご う ん て ん じゆうぶ んちゆう い

運転免許証の更新手続の際は、この書面を必ず持参してください。
うんてんめんきよしよう こうしん て つづき さい しよめん かなら じ さん

年 月 日

秋田県公安委員会 印



（裏面）

認知機能検査の判定や計算等について
に ん ち き の う け ん さ は ん て い け い さ ん と う

総合点による判定
そ う ご う て ん は ん て い

、 。36点未満 記憶力・判断力が低くなっており 認知症のおそれがある
てん み まん き おくりよく はんだんりよく ひく にん ち しよう

判定の基準となる点数（36点）は、認知機能検査の結果と認知症専門医
はんてい きじゆん てんすう てん に ん ち き の う け ん さ け つ か にんちしよう せ ん も ん い

による診断結果との関係を統計的に分析して定められたものです。
しんだん け つ か かんけい とうけいてき ぶんせき さだ

認知機能検査は、あなたの記憶力、判断力の状 況を簡易な検査によって
に ん ち き の う け ん さ きおくりよく はんだんりよく じようきよう かん い けん さ

確認するもので、認知症の診断を行うものではありません。
かくにん にんちしよう しんだん おこな

したがって、総合点が36点未満であったとしても、直ちに認知症である
そうごうてん てん み まん ただ にん ち しよう

ことを示すものではありません。また、36点以上であったとしても、必ず
しめ てん い じよう かなら

しも認知症でないことを示すものではありませんので、記憶力、判断力に
にんちしよう しめ きおくりよく はんだんりよく

不安のある方は、お近くの医療機関等で相談されることをお勧めします。
ふ あ ん かた ちか い り よ う き か ん など そうだん すす

認知症のおそれがあるとされても、免許証の更新をすることはできます
にん ち しよう めんきよしよう こうしん

し 直ちに免許が取り消されるわけではありません ただし 警察から連絡、 。 、
ただ めんきよ と け けいさつ れんらく

があり、医師の診断を受けることになります。
い し しんだん う

認知症と診断された場合は 免許が取り消され 又は停止されます 今回、 、 。
にんちしよう しんだん ば あ い めんきよ と け また て い し こんかい

の検査の結果について、御質問のある方は、認知機能検査を行ったところ
け ん さ け つ か ご し つ も ん かた に ん ち き の う け ん さ おこな

や秋田県警察本部運転免許センターまでお問い合わせください。
あき た けんけいさつほん ぶ うんてんめんきよ と あ

総合点の計算
そ う ご う て ん け い さ ん

総合点は、次の計算式に当てはめて算出しています。
そうごうてん つぎ けいさんしき あ さんしゆつ

正しい回答が多くなるにつれて総合点が高くなります。
ただ かいとう おお そうごうてん たか

総合点 ＝ 2.499×Ａ＋1.336×Ｂ
そうごうてん

Ａは、記憶した16種類のイラストの名前が正しく回答されているかどう
き おく しゆるい な まえ ただ かいとう

かについての点数です。正しく回答すると点数がつきます。
てんすう ただ かいとう てんすう

Ｂは 「年 「月 「日 「曜日 「時刻」が正しく回答されているかど、 」、 」、 」、 」、
ねん がつ ひ よう び じ こく ただ かいとう

うかについての点数です。正しく回答すると点数がつきます。
てんすう ただ かいとう てんすう



別記様式第２号
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・ 認知機能検査（ ・更認 ・ 臨認 ）
・ その他

年 月 日
秋 田 県 公 安 委 員 会 殿

教習所名

管理者名

下記の者に対して、 年 月 日 道路交通法第97条の２第１項第３号イ、
101条の４第２項及び同法第101条の７第１項等に規定する認知機能検査を終了したので
報告します。

記

番 号 氏 名 生 年 月 日 性別 住 所 分 類 備 考
（年 齢） （市町村）

（免許センター記入欄）

～74 75～79 80～84 85～ 75以上計計 性別
認知機

男
能検査

女


